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１．概要 

本資料は、廃棄物埋設施設保安規定と事業変更許可（令和 3 年 7 月 21 日付け 原規

規発第 2107212 号にて変更許可を受けたもの）との整合性について説明するものであ

る。 

 

２．事業変更許可との整合性に係る説明 

廃棄物埋設施設保安規定の各条文について、事業変更許可と整合していることを確認

している。 

なお、事業変更許可との整合性の具体を添付に示す。 

 



添付 

事業変更許可と廃棄物埋設施設保安規定変更内容の整理表 
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廃棄物埋設施設保安規定 事業変更許可（本文） 事業変更許可（添付書類） 説明 

第4章 廃棄物埋設管理    

（廃棄体の定置） 

第 19 条 建設課長は、廃棄体を定置する前に、構築した埋設設備が埋設規則第 6条第 1項第 4号及び第 8号に定める技術

上の基準を満足していること及び収着性（分配係数）を有する材料であることを確認するとともに、確認した結果を運

営課長に通知する。 

2 保全課長は、廃棄体を定置する前に、埋設設備ごとに埋設クレーンの吊り上げ高さ検査により、別表 3に定める制限を

満足していること及び第 1項の結果を確認するとともに、確認した結果を運営課長に通知する。 

3 保全課長は、廃棄体を定置する前に、埋設設備に埋設規則第 6条第 1項第 8号に定める技術上の基準を満足する排水・

監視設備の容器及び受け皿を設置するとともに、確認した結果を運営課長に通知する。 

4 運営課長は、廃棄体を定置する場合は、埋設規則第 6条第 1項第 1号、第 2号及び第 6号に定める技術上の基準を満足

していることを確認するとともに、次の事項を遵守する。 

(1) 1 号埋設設備 1群から 6群までへの定置 

イ 1 号廃棄体のうち均質・均一固化体は 1号埋設設備 1群から 6群までの埋設設備 30 基に定置すること。 

ロ 1 号廃棄体を定置する場合は、1号埋設クレーンにより取り扱うこと。 

ハ 1 号埋設設備の最上段及び北側側面には表面線量当量率 2mSv/h を超える廃棄体を定置しないこと。 

ニ 1 号埋設設備の 1群から 5群までは、1号埋設設備 1群ごとの放射能量が 1群から 6群までの区画別放射能量の

1/6 倍を超えないこと、かつ 1 号埋設設備 1 基ごとの放射能量が 1 群から 6 群までの区画別放射能量の 2/30 倍

を超えないように定置すること。6 群は、1 群から 6 群までの区画別放射能量の 9/30 倍を超えないように定置

すること。 

ホ 1 号埋設設備には、セメント以外で固型化した廃棄体が 1群から 5群までは埋設設備 1群ごとに 20%を超えない

よう、かつ埋設設備 1基ごとに 40%を超えないよう、6群全体では 40%を超えないよう定置すること。 

ヘ 廃棄体を定置した区画には、速やかにコンクリート製の仮蓋を設置すること。 

(2) 1 号埋設設備 7群から 8群までへの定置 

イ 1 号廃棄体のうち、均質・均一固化体は 1号埋設設備 8群の埋設設備 1基に、充填固化体は 1号埋設設備 7群の

埋設設備 5 基及び 1 号埋設設備 8 群の埋設設備 3 基に、セメント破砕物充填固化体は 1 号埋設設備 8 群の埋設

設備 1基に、それぞれ定置すること。 

ロ 1 号廃棄体を定置する場合は、1号埋設クレーンにより取り扱うこと。 

ハ 1 号埋設設備の最上段及び北側側面には表面線量当量率 2mSv/h を超える廃棄体を定置しないこと。 

ニ 充填固化体を埋設する埋設設備は、1号埋設設備 1群ごとの放射能量が 7群から 8群の区画別放射能量の 7群は

5/8 倍、8群は 3/8 倍を超えないこと、かつ 1号埋設設備 1基ごとの放射能量が 7群から 8群の区画別放射能量

の 2/8 倍を超えないように定置すること。 

ホ 1 号埋設設備に埋設した廃棄体のうち充填固化体のセメント系充填材の充填量が、7群の埋設設備 5基及び 8群

の埋設設備 3基全てに廃棄体を定置した時に、平均的に 0.1m3/本以上であること。 

へ 廃棄体を定置した区画には、速やかにコンクリート製の仮蓋を設置すること。 

(3) 2 号埋設設備への定置 

イ 2 号廃棄体は、2号埋設設備に定置すること。 

ロ 2 号廃棄体を定置する場合は、2号埋設クレーンにより取り扱うこと。 

ハ 2 号埋設設備の最上段には表面線量当量率 2mSv/h を超える廃棄体を定置しないこと。 

ニ 2 号埋設設備 1基ごとの放射能量が総放射能量の 2/16 倍を超えないこと、かつ東西方向 2号埋設設備 2群ごと

の放射能量が総放射能量の 1/4 倍を超えないように定置すること。 

ホ 2 号埋設設備に埋設した廃棄体のセメント系充填材の充填量が、全ての埋設設備に廃棄体を定置した時に、平均

的に 0.1m3/本以上であること。 

ヘ 廃棄体を定置した区画には、速やかにコンクリート製の仮蓋を設置すること。 

(4) 3 号埋設設備への定置 

イ 3 号廃棄体は、3号埋設設備に定置すること。 

ロ 3 号廃棄体を定置する場合は、3号埋設クレーンにより取り扱うこと。 

ハ 3 号埋設設備の最上段には表面線量当量率 0.3mSv/h を超える廃棄体を、外周仕切設備の近傍には表面線量当量

率 2mSv/h を超える廃棄体を、それぞれ定置しないこと。 

ニ 3 号埋設設備 1基ごとの放射能量が総放射能量の 2/8 倍を超えないこと、かつ東西方向 3号埋設設備 2基ごとの

放射能量が総放射能量の 1/4 倍を超えないように定置すること。 

ホ 3 号埋設設備に埋設した廃棄体のセメント系充填材の充填量が、全ての埋設設備に廃棄体を定置した時に、平均

的に 0.1m3/本以上であること。 

ヘ 廃棄体を定置した区画には、速やかにコンクリート製の仮蓋を設置すること。 

 

（別紙 1） 

三、 廃棄する核燃料物質又は核燃料物質によつて汚染された物の性状及び量 

1 号廃棄物埋設施設 

ハ 第二種廃棄物埋設を行う放射性廃棄物に含まれる放射性物質の種類ごとの最大放射能濃度、総放射

能量及び区画別放射能量 

放射性廃棄物に含まれる放射性物質は原子炉冷却材を起源としたものであり、廃棄物埋設を行う放射

性廃棄物に含まれる主要な放射性物質の種類ごとの受入れ時における最大放射能濃度、総放射能量及び

区画別放射能量は、次表に示すとおりである。 

 

〔ページ 7,8〕 

 

四、 廃棄物埋設施設の位置、構造及び設備並びに廃棄の方法 

1号廃棄物埋設施設 

ヌ 廃棄の方法 

(1) 廃棄物埋設の方法の概要 

(ⅰ) 廃棄体定置 

排水等の必要な措置を行った埋設設備の区画内に、外部放射線に係る線量の低減を考慮しながら廃棄

体を定置する。定置に当たり、雨水等の浸入を防止し、埋設設備の点検を行う。 

〔ページ 41〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付書類 六 

(1号廃棄物埋設施設) 

ハ 廃棄物埋設 

(3) 廃棄物埋設の方法 

(ⅰ) 廃棄体定置 

廃棄体は、管理建屋から廃棄物埋設地に構内廃棄体輸送車両により運搬する。廃棄体の定置前に

は、廃棄体を定置しようとする埋設設備の区画内の排水、危険物等の有無の確認を行う。廃棄体は、

埋設設備の区画内に、専用の吊具を取り付けた埋設クレーンにより、8本を取扱単位として定置す

る。定置は、俵積み方式とし、1区画当たり8行、5列、8段積みの計320本を標準的な1日作業単位とす

る。 

廃棄体の定置に当たっては、放射能濃度に極端な片寄りがないよう、以下のとおりとする。 

・1群から6群までは、埋設設備1群ごとの放射能量が1群から6群までの区画別放射能量の1/6倍を

超えないこと、かつ埋設設備1基ごとの放射能量が1群から6群までの区画別放射能量の2/30倍を超

えないように定置する。 

・7,8群のうち、充填固化体(セメント破砕物充填固化体を除く)を埋設する埋設設備は、埋設設備

1群ごとの放射能量が7,8群の区画別放射能量の7群は5/8倍、8群は3/8倍を超えないこと、かつ埋

設設備1基ごとの放射能量が7,8群の区画別放射能量の2/8倍を超えないように定置する。 

・均質・均一固化体を埋設する埋設設備については、セメント以外で固型化した廃棄体が集中し

ないよう、セメント以外で固型化した廃棄体が、1群から5群までは埋設設備1群ごとに20%を超え

ないよう、かつ埋設設備1基ごとに40%を超えないよう、6群全体では40%を超えないよう定置す

る。 

・埋設設備の最上段(8段目)及び北側側面に定置する廃棄体は、公衆及び放射線業務従事者の放射

線防護の観点から表面線量当量率が2mSv/hを超えないものとする。 

また、以下の措置を講ずる。 

・埋設設備区画内への雨水等の浸入を防止するとともに外周仕切設備、内部仕切設備等の点検を

随時行う。 

・爆発性の物質、他の物質を著しく腐食させる物質及びその他の危険物は埋設しない。 

・廃棄体定置後は速やかにコンクリート仮蓋を設置する。 

〔ページ 6(1)-15〕 

 

 

今回の保安規定変更におけ

る6群の区画物放射能量の変

更については、既に埋設され

ている1群～5群の放射能量

の実績を踏まえて、事業変更

許可（本文）における1群から

6群（均質・均一固化体）の区

画別放射能量を超えない範

囲で設定しており、事業変更

許可申請書と廃棄物埋設施

設保安規定の記載と齟齬は

ない。 

また、事業変更許可(本文)に

おける外部放射線に係る線

量の低減を考慮しながら廃

棄体を定置することについ

ては、線量評価値に寄与する

廃棄体の表面線量当量率の

変更は行っていないことか

ら、線量低減への影響は無

く、事業変更許可申請書と廃

棄物埋設施設保安規定の記

載と齟齬はない。 

 

なお、今回変更する放射能量

管理の変更については、今後

の事業変更許可申請の際に

添付書類へ反映する予定で

ある。 

 

 

赤字箇所：廃棄物埋設施設保安規定の変更箇所 
青字箇所：事業変更許可の該当箇所 


